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行政による都市貧困層への支援政策 
 
 
 本審査小委員会は、博士学位申請者元田宏樹氏からの博士（公共政策学）学位請求論文「行政
による都市貧困層への支援政策」の提出を受けて、慎重に審査を行ってきた。 
 
１ 本論文の主題と構成 
 
 本論文は、日本における貧困問題を「都市」と「行政による支援」を中心に考察した研究であるが、
とりわけ「都市貧困層」に焦点が当てられた研究である。 
 本論文の目次は、以下の通りである。 
 
  序章  
 １ 本論文の背景と目的 
 ２ 本論文と構成 
  第1章  公的扶助制度の形成と福祉国家体制における位置づけ 
    第1節 日本における公的扶助制度 
 １ 大宝律令 
 ２ 大宝律令以降の公的救済 
 ３ 恤救規則の制定 
 ４ 救護法の制定 
 （１） 救護法の特色 
 （２） 他制度への分散 
 ５ 生活保護法の制定 
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 （１）旧生活保護法 
 （２）新生活保護法 
 ６ 救貧から防貧へ 
    第2節 イギリスにおける貧困者対策の変遷 
 １ ヘンリー8世による救貧政策 
 ２ エリザベス救貧法 
 ３ ギルバート法における院外救済 
 ４ スピーナムランド法の功罪について 
 ５ 新救貧法の制定 
 ６ ベヴァリッジ報告による社会保障制度の確立 
 ７ サッチャリズムと福祉国家再編 
 ８ ブレアによる「第三の道」政策 
 ９ 小括 
    第3節 福祉国家再編過程における福祉制度の位置づけ 
 １ 福祉国家について 
 （１）福祉国家とは 
 （２）福祉国家の成立期 
 （３）福祉国家の発展期 
 （４）福祉国家の危機及び再編期 
 ２ 福祉国家の類型について 
 （１）比較福祉国家論 
 （２）エスピン・アンデルセン以前の福祉国家研究 
 （３）福祉レジーム論に対する批判 
 （４）分類の必要性と効果 
 （５）３類型に当てはまらない日本型福祉 
 ４ 現代福祉国家におけるワークフェアの潮流と課題 
 （１）アメリカにおけるワークフェア 
 （２）イギリスにおける職業訓練モデル 
 （３）日本における自立支援施策 
  第2章  都市貧困層の形成分析 
    第1節 貧困概念の整理 
 １ 貧困とは 
 （１）世界銀行による貧困基準 
 （２）国連開発計画（UNDP）による貧困測定指数 
 （３）紛争等による難民の貧困について 
 （４）一国における貧困の現状 
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 （５）時代による貧困感 
 （６）清貧思想について 
 （７）小括 
    第2節 絶対的貧困基準 
 １ ラウントリーによる「絶対的貧困基準」という考え方 
 （１）長沼弘毅による日本での紹介  
 （２）ラウントリーとは 
 （３）ラウントリー調査の概要 
 （４）第一次貧困と第二次貧困 
 （５）調査結果 
 （６）ラウントリー調査の影響 
    第3節 相対的貧困基準への移行 
 １ 相対的貧困基準とは 
 ２ タウンゼントによる相対的剥奪 
 ３ 合意基準アプローチによる分析 
 ４ 小括 
    第4節 貧困に陥る要因分析 
 １ 貧困の要因 
 （１）傷病等 
 （２）多重債務者 
 （３）離婚 
 （４）非正規雇用   
 （５）小括 抜け出せない要因 
  第3章 都市貧困層の諸相（都市貧困層の類型化） 
    第1節 生活保護受給世帯 
 １ 世帯数等 
 ２ 保護人員及び保護率  
 ３ 保護開始・廃止の主な理由 
 ４ 東京都における生活保護の現状 
 （１） 受給者数の推移と内訳 
 ５ 措置にかかわる最近の動向（年越し派遣村以降） 
 （１）「年越し派遣村」とは 
 （２）東京都による「公設派遣村」 
 （３）「派遣村」の効果について 
 （４）無料低額宿泊所 
 （５）宿泊所の概要 
4 
 
 （６）法的な位置付け 
 （７）設置主体者及び職員数 
 （８）年齢 
 （９）宿泊所を利用した理由 
 （１０）利用者へのサービス内容 
 （１１）利用期間の状況 
 （１２）退所先について 
 （１３）利用料金 
    第2節 ホームレス 
 １ ホームレスとは 
 ２ ホームレス数 
 ３ 居住実態 
 ４ 年齢等 
 ５ ホームレスになる前の状況 
 （１）居住環境 
 （２）野宿生活前の職業 
 （３）野宿生活になった理由 
 ６ 野宿の期間 
 ７ 仕事と収入の状況 
 ８ 今後の生活について  
    第3節 住居喪失不安定就労者 
 1 住居喪失不安定就労者とは 
 ２ 概数等 
 ３ 住居喪失の理由 
 ４ 生活状況 
    第4節 都市の貧困地域（スラム）に居住する人々 
 １ 都市スラムの形成過程 
 ２ 近代東京における都市スラム 
 ３ 近代東京の都市スラムの職業と生活状況 
 （１）日雇人夫 
 （２）人力車夫 
 （３）屑拾い 
 （４）生活状況 
 ４ 都市スラムの消滅と継承 
 ５ 現代の山谷地域（寄せ場） 
  第4章 支援政策の現状及び課題 
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    第1節 公的扶助制度（無料低額宿泊所） 
    第１節 生活保護制度 
 １ 日本の社会保障制度 
 ２ 制度の目的と課題  
 ３ 基本原理と課題 
 （１）国家責任による原理 
 （２）保護請求権無差別平等の原理 
 （３）最低生活保障の原理 
 （４）保護の補足性の原理 
 ４ 保護の体系 
 （１）要否判定 
 （２）保護の種類 
 （３）費用負担 
 ５ 生活保護制度を司る福祉事務所の運営体制 
 （１）「福祉事務所」設置に関する根拠法令 
 （２）福祉事務所の組織 
 （３）業務内容 
 （４）配置される職員 
 ６ 担い手の確保と育成を阻む要因 
 （１）職員の専門性について 
 （２）経験年数 
 （３）ケースワーカーの数 
 ７ 小括 
    第2節 ホームレス自立支援システム 
 １ 自治体の取組み及びホームレス自立支援法について 
 ２ ホームレス自立支援システム  
 （１）自治体による設置状況 
 （２）都区共同事業の状況 
 （３）都区共同事業による成果 
 ３ ホームレス全国調査から見た課題 
 （１）利用状況 
 （２）認知度 
 （３）年齢別にみた利用希望状況 
 ４ 当事者や支援団体等から見た課題 
 （１）当事者からの意見 
 （２）支援団体及び研究者からの指摘 
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 （３）設置運営者からの問題提起 
 ５ 今後の方向性について 
 
  第5章 求められる支援政策 
    第1節 新たな公的扶助制度の枠組み 
 １ 国庫負担割合の変更 
 ２ 効果的な執行体制 
 ３ 補足性の原理の見直し 
 ４ 専門性の担保 
 ５ ケースワーク業務の一部委託 
 ６ 適切な人員配置 
    第2節 無料低額宿泊所に対する支援 
 １ 無料低額宿泊所運営の改善に向けての動き 
 （1）ガイドラインの制定 
 （2）制定の背景 
 （3）ガイドラインの限界 
 （4）悪質事業者の排除 
 ２ 宿泊所に対してどのような支援機能が求められるのか 
 （1）専門職員の配置 
 （2）財政支援について 
 （3）望ましい支援内容 
 ３ 小括 
    第3節 貧困防止の社会化 
 １ 公共サービスの担い手について 
 ２ セツルメント活動 
 （１）セツルメントとは 
 （２）片山潜によるキングスレイ館 
 （３）セツルメントの変遷 
 （４）東京帝国大学セツルメント 
 （５）セツルメントの課題 
 （６）現代においてセツルメントに期待できるもの 
 ３ ＮＰＯとの協働 
 ４ 望ましい支援体制の構築に向けて 
 （１）海外における取組み 
 （２）自治体や厚生労働省による先進事例 
 （３）小括 
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  終章 
  参考文献  
 
 なお、本論文は、A4版で200ページであり、字数にして約17万字となっている。 
 
２ 本論文の要旨 
 本論文の各章毎の内容はおおよそ以下のとおりである。 
 序章では、本論文の背景と目的、論文の構成が扱われている。研究の背景として指摘されている
ことは、日本の貧困問題が深刻さをましていることだという。貧困と呼ばれる人々として、「一般には、
①生活保護受給世帯、②日雇労働者、③路上生活者（ホームレス）、そして、最近では住居を喪失
し、インターネットカフェや24時間営業のファーストフード店で寝泊りせざるを得ない、いわゆる「ネ
ットカフェ難民」と呼ばれる貧困層が都心部を中心に出現している」ことを重視し、「このような状態
を放置したままで、適切な対策を講じることがなければ、近い将来、医療や年金を含めた社会保障
制度は、維持することが困難な状態になると考えられる」という。本論文の目的としては、「貧困の定
義を明確にした上で、都市における生活保護世帯及び生活保護水準以下の経済状態に陥った
人々に焦点を当て、その背景を分析し、様々な課題を解決するための方策について研究を行う。
また、行政が担うべき施策について探求することにより貧困層の人々の自立支援に寄与したい」と
述べられている。 
  第1章では、「公的扶助制度の形成と福祉国家体制における位置づけ」が考察される。第1節で
は「日本における公的扶助制度」が解説されるが、「１ 大宝律令」、「２ 大宝律令以降の公的救
済」、「３ 恤救規則の制定」、「４ 救護法の制定」、「５ 生活保護法の制定」、「６ 救貧から防貧へ」
という６項目が扱われている。日本の公的扶助は、その源流を「大宝律令」に見出すことができ、そ
の基本的な考え方である「近隣、肉親で助け合うという精神」は、恤給規則、救護法、旧生活保護
法に至るまで、ほとんど変わっていないことが指摘されている。現行生活保護法において国家責任
が明記されたが、申請者の心理として「迷惑は掛けられない」という「スティグマ」が働き、受給抑制
につながっている事実も示された。 
  第2節では、「イギリスにおける貧困者対策の変遷」と題して、貧困行政の歴史が長いイギリスに
ついて考察されている。まずは、「１ ヘンリー8世による救貧政策」では1531年法から説明が始まり、
「２ エリザベス救貧法」では近代において最初の国レベルの救貧政策である1601年のエリザベス
救貧法が解説され、「３ ギルバート法における院外救済」では1782年のギルバート法、「４ スピー
ナムランド法の功罪について」では1795年のスピーナムランド制度について、説明が続けられる。
その後、「５ 新救貧法の制定」では1834年の新救貧法体制での救貧行政が解説され、①全国均
一処遇の原則、②劣等処遇の原則、③労役場制度、という３つの制度が盛り込まれたことが説明さ
れ、「６ ベヴァリッジ報告による社会保障制度の確立」では「ゆりかごから墓場まで」の福祉国家体
制が確立されたこと、「７ サッチャリズムと福祉国家再編」では手厚い社会保障制度が転換され、
「大きな政府」から「小さな政府」への転換が図られたことが解説され、「８ ブレアによる「第三の道」
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政策」と続く。最後の「９ 小括」では、貧困と労働能力について、次のようにまとめられている。 
 
  時代背景や宗教観、国の体制等が違うことから単純な比較は困難であるが、両国におけるその後の歴史を見
ても明らかに色濃く反映されている相違点は、イギリスにおいては「働き得る貧困者」すなわち労働能力を持った
貧困者に対しては、徹底して就労を強制させてきた。さらに、貧困者救済は国が一定程度責任を持つという考え
方である。他方、日本の公的扶助においては、そもそも「働き得る貧困者」については、救済の対象から除外をし
てきた歴史があり、さらに貧困者救済は、扶養親族や地域の人間関係による救済を優先してきた。こうして見ると、
日本において「働き得る貧困者」に対する考え方は、イギリスとは大きく異なり徹底した自己責任論により自ら解決
の方策を選択させるようにしている。（p.27） 
 
  第3節「福祉国家再編過程における福祉制度の位置づけ」では、福祉国家論が扱われている。
「１ 福祉国家について」では、「（１）福祉国家とは」、「（２）福祉国家の成立期」、「（３）福祉国家の
発展期」、「（４）福祉国家の危機及び再編期」が扱われ、「２ 福祉国家の類型について」では、
「（１）比較福祉国家論」、「（２）エスピン・アンデルセン以前の福祉国家研究」、「（３）福祉レジーム
論に対する批判」、「（４）分類の必要性と効果」、「（５）３類型に当てはまらない日本型福祉」があつ
かわれている。最後の「３ 現代福祉国家におけるワークフェアの潮流と課題」では、「（１）アメリカ
におけるワークフェア」、「（２）イギリスにおける職業訓練モデル」、「（３）日本における自立支援施
策」が扱われ、近年の潮流としては、就労に力を入れた扶助が主流となりつつあることがしめされて
いる。本節では、「福祉国家とは、政府が租税や社会保険等によって積極的に国民に対して社会
保障サービスを提供する制度を体系化している国家である」とされ、戦後の自由主義圏において、
資本主義体制を維持したまま、失業や賃金格差を是正し、貧富の差を拡大させないようにするた
め完全雇用の実現と経済の安定成長そして所得の再分配を行うことで国民の福祉を増進しようとし
た。こうして、OECD加盟国のほとんどすべての国で「福祉国家」は拡大していったという。しかしな
がら、各国の制度においては、社会保障制度が広く国民全体に行き届いている北欧諸国とアメリカ
のように社会保障のコストを中間層が多く負担し、受給できるのは一部の国民だけとなっている場
合では、「福祉国家」に対する国民の受け止め方も大きく異なる、と述べられている。 
  第2章では、「都市貧困層の形成分析」と題して、貧困概念と貧困に陥る要因が考察されている。
第1節では、「貧困概念の整理」がなされている。ここでは、小項目を取り出せば、「１ 貧困とは」、
「（１）世界銀行による貧困基準」、「（２）国連開発計画（UNDP）による貧困測定指数」、「（３）紛争
等による難民の貧困について」、「（４）一国における貧困の現状」、「（５）時代による貧困感」、「（６）
清貧思想について」、「（７）小括」とされており、貧困状態の概念を「主に経済的な欠乏及び人的資
源のつながりの希薄によって、最低限度の生活水準を保つことができず、一個人及び世帯の努力
ではその困窮状況が解決できない状態で、その状態が一時的または恒常的に続き、何らかの介
入を加えなければ回復が見込めず、現状を維持することが困難であるとともに将来に向けて悪化
が懸念される状態」と定義された。 
  第2節「絶対的貧困基準」では、「１ ラウントリーによる「絶対的貧困基準」という考え方」、「（１）
長沼弘毅による日本での紹介」、「（２）ラウントリーとは」、「（３）ラウントリー調査の概要」、「（４）第一
次貧困と第二次貧困」、「（５）調査結果」、「（６）ラウントリー調査の影響」のもとに、人間が生存して
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いく上での最低生活水準を、栄養学や生活科学に基づき必要最小限度の食糧と生活必需品等を
算出根拠とする「絶対的貧困基準」について、考察されている。 
  第3節では、「相対的貧困基準への移行」と題され、「１ 相対的貧困基準とは」、「２ タウンゼント
による相対的剥奪」、「３ 合意基準アプローチによる分析」、「４ 小括」の小項目で、「絶対的貧困
基準」に対しての「相対的貧困基準」という考え方について考察され、人間が単に生物学的に肉体
を維持するだけでなく、人として社会や地域で、親類や友人との付き合いが保障され、文化的にも
一般世帯と遜色のないレベルを維持でき、人としての尊厳が守られる最低限度の生活基準のこと
である。相対的剥奪は、直接生活の質を計っている点で、人々の直感に訴える概念である。また生
活活動は、現在の所得以外の要因にも影響されるため、相対的剥奪指標は、現在の所得のみに
よる指標よりも生活水準に密着した指標ということができる、とされている。 
  第4節「貧困に陥る要因分析」では、「１ 貧困の要因」、「（１）傷病等」、「（２）多重債務者」、「（３）
離婚」、「（４）非正規雇用」、「（５）小括 抜け出せない要因」という小項目で、貧困状態に陥る様々
な要因が考察されている。すなわち、①偶発的に発生する場合、②ある程度予測がつくとともに個
人の責に帰する場合、③個人の力では回避できない構造的な場合、と大きくは3つに分類され、貧
困原因として代表的な「傷病等」は、偶発的な場合が多い。「多重債務」や「離婚」は、一般的には
個人の責任によるところが大きい。不況による失業や収入の減少、雇用形態の変化による非正規
雇用などは構造的な問題として捉えることができる、と述べられている。 
  第3章「都市貧困層の諸相（都市貧困層の類型化）」では、本論文の中心となる都市貧困層につ
いて詳細に考察されている。第1節「生活保護受給世帯」では、「１ 世帯数等」、「２ 保護人員及
び保護率」、「３ 保護開始・廃止の主な理由」、「４ 東京都における生活保護の現状」、「（１） 受
給者数の推移と内訳」が説明されている。つづいて、「５ 措置にかかわる最近の動向（年越し派遣
村以降）」では、「（１）「年越し派遣村」とは」、「（２）東京都による「公設派遣村」」、「（３）「派遣村」の
効果について」が考察され、2008年末の年越し派遣村について解説されている。続いて、近年で
は貧困ビジネスとして報道されることの多い無料低額宿泊所について、「（４）無料低額宿泊所」、
「（５）宿泊所の概要」、「（６）法的な位置付け」、「（７）設置主体者及び職員数」、「（８）年齢」、「（９）
宿泊所を利用した理由」、「（１０）利用者へのサービス内容」、「（１１）利用期間の状況」、「（１２）退
所先について」、「（１３）利用料金」が解説され、無料低額宿泊所の現状が詳しく説明されている。 
  第2節「ホームレス」では、都市貧困層の主要な主体であり、1990年代に入り不況が長期化する
につれ失業者が大幅に増加し都心部を中心に増加したホームレスについて考察されている。ここ
では、「１ ホームレスとは」、「２ ホームレス数」、「３ 居住実態」、「４ 年齢等」が説明された後、
「５ ホームレスになる前の状況」として、「（１）居住環境」、「（２）野宿生活前の職業」、「（３）野宿生
活になった理由」が考察され、さらに「６ 野宿の期間」、「７ 仕事と収入の状況」、「８ 今後の生活
について」述べられ、著者が職務に関連して調べたデータに基づいて考察されている。支援施策
の充実によってホームレスの数は年々減少傾向にあるが、都道府県としては、大阪府が最も多く次
いで東京都となっておりその合計は全国の約半数を占めている。 
  第3節「住居喪失不安定就労者」では、住居を失い、インターネットカフェやマンガ喫茶等に寝泊
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まりしながら、日雇派遣労働といった不安定な雇用形態で就業する人が都心部を中心に増えてい
るいわゆるネットカフェ難民について考察されている。ここでの小項目としては、「1 住居喪失不安
定就労者とは」、「２ 概数等」、「３ 住居喪失の理由」、「４ 生活状況」であるが、厚生労働省が調
査に乗り出し2007（平成19）年8月「住居喪失不安定就労者の実態に関する調査」等に基づいて、
その実態、生活状況等を解説されている。 
  第4節「都市の貧困地域（スラム）に居住する人々」では、都市の貧困地域（スラム）に居住する
人々についてその歴史も踏まえ考察されている。社会の近代化に伴って貧困者が多く集まる一部
の地域ではスラムが形成されていったが、近代の東京においても各地において都市スラムと呼ば
れる地域が誕生した。「１ 都市スラムの形成過程」、「２ 近代東京における都市スラム」、「３ 近代
東京の都市スラムの職業と生活状況」、「（１）日雇人夫」、「（２）人力車夫」、「（３）屑拾い」、「（４）生
活状況」、「４ 都市スラムの消滅と継承」、「５ 現代の山谷地域（寄せ場）」の小項目で、スラム地域
の成り立ちと現代にも続く貧困地域の状況について説明されている。 
  第4章では、「支援政策の現状及び課題」が考察されている。第１節では、「生活保護制度」が詳
しく説明され、問題点が指摘されている。すなわち、現行の生活保護法は、1950（昭和25）年に成
立し、日本におけるセーフティネットとして重要な役割を果たしてきた。しかしながら成立後60年以
上が経過しており、現代の生活困窮者に本制度を適用しようとした時、そこには矛盾や限界が発生
するようになってしまった。そこで、①運営体制の面から、②法制度のあり方から現状と課題が浮き
彫りされた。ここでの小項目としては、「１ 日本の社会保障制度」、「２ 制度の目的と課題」が解説
され、「３ 基本原理と課題」として、「（１）国家責任による原理」、「（２）保護請求権無差別平等の原
理」、「（３）最低生活保障の原理」、「（４）保護の補足性の原理」が考察されている。さらに、「４ 保
護の体系」では、「（１）要否判定」、「（２）保護の種類」、「（３）費用負担」が論じられている。「５ 生
活保護制度を司る福祉事務所の運営体制」では、「（１）「福祉事務所」設置に関する根拠法令」、
「（２）福祉事務所の組織」、「（３）業務内容」、「（４）配置される職員」が考察され、著者の経験から
実施体制について詳しく述べられている。「６ 担い手の確保と育成を阻む要因」では、「（１）職員
の専門性について」、「（２）経験年数」、「（３）ケースワーカーの数」が考察され、「７ 小括」でも、
「生活保護法の目的は憲法で規定された生存権の保障と自立の助長である。しかしながら成立後
60年以上が経過しており、現代の生活困窮者に本制度を適用しようとした時、そこには矛盾や限
界が発生するようになってしまった」と述べられている。 
  第2節「ホームレス自立支援システム」では、ホームレス支援の現状と課題が論じられている。ま
ず、「１ 自治体の取組み及びホームレス自立支援法について」で、1990年代に入って不況の長
期化でホームレスが増加したことや2002年に「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」
が制定されたことが述べられ、続いて「２ ホームレス自立支援システム」では、「（１）自治体による
設置状況」、「（２）都区共同事業の状況」、「（３）都区共同事業による成果」が扱われ、そこでは「緊
急一時保護センターに入所した割合から見ると、22%の自立率といえる。ホームレスのうち自立支
援システムを利用した場合、約4人に1人が就労によって、路上生活から脱却できたことになる。こ
の数字を少ないと見るか多いと見るかは議論の分かれるところであるが、行政が行った施策として
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効果は大きかったといえるのではないか」と述べられている。「３ ホームレス全国調査から見た課
題」では、「（１）利用状況」、「（２）認知度」、「（３）年齢別にみた利用希望状況」が解説され、「４ 当
事者や支援団体等から見た課題」では、「（１）当事者からの意見」、「（２）支援団体及び研究者から
の指摘」、「（３）設置運営者からの問題提起」が扱われ、最後の「５ 今後の方向性について」では、
今後の方向として、「緊急一時保護センター」と「自立支援センター」を一本化し「新型自立支援セ
ンター」として同一施設内に設置することや利用者の就労自立を強化するため就労が確保された
者に対して借上げ式の「自立支援住宅」を提供することなどが示されている。また、自立支援事業
の終了者を対象として、定期的に訪問相談等のアフターケアを展開し、再路上化を防止する取組
みを実施することになったとも述べられている。 
  第5章「求められる支援政策」では、本論文における政策提言がまとめられている。第1節「新た
な公的扶助制度の枠組」では、「１ 国庫負担割合の変更」、「２ 効果的な執行体制」、「３ 補足性
の原理の見直し」、「４ 専門性の担保」、「５ ケースワーク業務の一部委託」、「６ 適切な人員配
置」の６点が指摘されている。生活保護費用の自治体負担について、「市町村の4分の１の負担は、
期間を定めて都道府県の負担のままにしておくことも必要ではないだろうか」と提案されている。執
行体制については、「ケースワーカーの担当を地域ごとに分けるのではなく保護世帯の種別ごとに
分けることを提案したい」と述べられている。補足性の原理の見直しについては、「これからの公的
扶助制度は、「高齢者世帯」、「障害者世帯」、「傷病者世帯」と経済的自立の可能性が高い稼働
年齢層においては切り離し、目下の生活を立て直す新たなセーフティネットの構築が必要である」
と指摘されている。専門性の確保については、「福祉専門職の採用を拡大する必要があるのでは
ないだろうか」と述べ、「自治体間の職員交流」や「「福祉に関する事務所」については、一部事務
組合等によって自治体の地域に縛られず設置を検討」すべきであると提言されている。ケースワー
ク業務の一部委託については、「生活保護業務の二本の柱であるケースワーク業務と保護費の支
給業務について、前者は、社会福祉士会 等の専門職能団体に委託することも検討するべき」とし
ている。すなわち、「専門知識を持った外部のソーシャルワーカーによる支援で、自立につながる
ケースが増えることも期待できる」と述べられている。 
  第2節「無料低額宿泊所に対する支援」では、「１ 無料低額宿泊所運営の改善に向けての動き」
について、「（1）ガイドラインの制定」、「（2）制定の背景」、「（3）ガイドラインの限界」、「（4）悪
質事業者の排除」が扱われ、「２ 宿泊所に対してどのような支援機能が求められるのか」では、「（1）
専門職員の配置」、「（2）財政支援について」、「（3）望ましい支援内容」が扱われ、「質の高い宿泊
所運営を目指す」ための提言が述べられている。 
  第3節「貧困防止の社会化」では、「１ 公共サービスの担い手について」の一般論を展開した後、
「２ セツルメント活動」が扱われている。そこでは、「（１）セツルメントとは」、「（２）片山潜によるキン
グスレイ館」、「（３）セツルメントの変遷」、「（４）東京帝国大学セツルメント」、「（５）セツルメントの課
題」、「（６）現代においてセツルメントに期待できるもの」が解説され、「セツルメントの定義にある「人
格的常時接触＝人格交流運動」は行政主導では成し遂げにくいのではないか」と述べ、次のNPO
による協働事業として期待することが述べられている。「３ ＮＰＯとの協働」では内閣府の調査等か
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らの紹介があるが、詳しくは展開されていない。最後の「４ 望ましい支援体制の構築に向けて」で
は、「（１）海外における取組み」としてブラジルとドイツの事例が取り上げられ、「（２）自治体や厚生
労働省による先進事例」では埼玉県の事例と厚生労働省の「認知症サポーター」が紹介されてい
る。「（３）小括」では、「貧困防止の社会化」のために「「協働」の仕組みを構築し「共助」のシステム
を広げること」が重要だと指摘されている。 
 最後の「終章」では、「本論文では、社会保障の財源は限られており、大幅な予算増を伴う改善
策の提示は現実的ではないという判断から現状の枠組みを効果的に組み替えるとともに公共政策
を担う行政機関の守備範囲を考察し、既存の社会資源を有効に活用することも問題解決に向けて
の重要な要素であることを確認した」と述べられており、実務家としての現実的な判断が開陳され、
論文の締めくくりとされている。 
 
３ 本論文の特色と評価 
 
 本論文は、上に見てきたように、生活保護を担当する実務家の視点から現代の大都市における
貧困問題を対象とした総合的な研究であり、生活保護受給者やホームレス、住居喪失不安定就労
者等の都市貧困層に焦点を当てて、そこにおける問題を現実に即して解決しようとする意欲的な
研究である。 
 本論文を評価する理由として、まず第１に、実務家の経験を活かした視点からの研究であることを
あげることができる。第３章における都市貧困層の諸相や第４章における支援政策の現状及び課
題、第５章の求められる支援政策における論述は、実務家としての実践的経験が十分に活かされ
ている考察であると評価できる。元田氏は、博士後期課程の入学が２００９年４月であるため、２０１４
年２月末の論文提出までに５年が経過しているが、当然のことながらフルタイムで勤務しているため、
論文執筆にあてられる時間は、一般的な研究者志望の院生と比較して、半分以下であろうと考えら
れる。そうした制約された時間を研究にあてながら、博士論文を完成させた努力は大いに評価でき
る。元田氏は、福祉専門職としての採用ではなかったとのことであるが、自ら進んで福祉職を希望
し、福祉の職場での経験を積んで福祉を専門的に従事する立場となっているという。論文のテーマ
と職務内容が関連していることが限られた時間のなかで博士論文を完成できた理由の一端である
としても、職務における実務的経験を博士論文の素材というレベルに引き上げることはそう簡単に
できることではない。その意味では、実務家の研究として、本公共政策研究科公共マネジメントの
モデル的な人材といえよう。 
 第２に、本論文の特徴として、実務家の研究にありがちな、実務的な問題に限定して解決するた
めの方法を追究する課題設定にとどまらず、幅広い対象を考察していることを指摘することができ
る。具体的には、第１章第２節におけるイギリスにおける歴史的記述、第３節における福祉国家の
考察、さらには第２章における貧困概念の考察は、実務家としての研究を越えた理論的歴史的な
領域を扱っている。こうした研究にとりかかることは、限られた時間しか研究に費やせない場合には、
躊躇してしまうほどの奥行きのある研究対象であるが、博士論文であるためにはこうした基礎的な
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研究も不可欠であると考えられることから、果敢に研究作業に取組んだことは高く評価できよう。 
 第３に、本論文は現実的にすぐに採用可能な政策提言を行っていることが高く評価できる。すな
わち、要旨の部分でも紹介したように、第５章第１節の「１ 国庫負担割合の変更」、「２ 効果的な
執行体制」、「３ 補足性の原理の見直し」、「４ 専門性の担保」、「５ ケースワーク業務の一部委
託」、「６ 適切な人員配置」の６点についての政策提言は、高く評価できると考えられる。上に述べ
た実務家の研究としての成果という側面としても考えられるが、実務家であれば誰でも考えつくとい
う政策提言ではないことはいうまでもない。研究という目的を常に頭に入れながら実務・実態を批判
的に検討するという研究態度と実務態度があってはじめてなしえることであると考えられる。 
 さて、以上述べた３点について、本論文は高く評価できるとはいえ、課題として指摘すべき点もあ
る。口述審査の場で指摘された点を以下に箇条書きする。 
 まず第１に、……以下略。 
 第２に、……以下略。 
 第３に、……以下略。 
 以上、３点の課題を指摘してきたが、こうした課題があるとはいえ、審査小委員会としては、本論
文がオリジナリティを備えた、価値ある研究業績であり、博士の学位を授与するに値する業績であ
ると認めるものである。 
 
４ 口頭試問 
 
 審査小委員会は、2014年7月22日に元田宏樹氏の口頭試問を実施し、その論文を中心とし、そ
れに関連のある学識確認の試問を行った結果、同氏が博士学位の授与に値する学識と研究能力
を持っていると判定した。 
 
５ 結論 
 
 以上を踏まえ、本審査小委員会は、元田宏樹氏が、研究能力並びに学位論文に結実した研究
成果の到達度の両面において、博士（公共政策学）の学位を受けるに十分値するものと判断した。 
 
以上 
 
